
（様式第１号）

○申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

保健福祉部 障害福祉課 障害者支援係

高額障害児通所給付費の支給

児童福祉法

第２１条の５の１２第１項

（電話 ６２１－５１７１）

高額障害児通所給付費の支給決定は、児童福祉法第２１条の５の１２
並びに児童福祉法施行令第２５条の５及び第２５条の６の規定に定める
ところにより行う。

○児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）
第２１条の５の１２ 市町村は、通所給付決定保護者が受けた障害児通
所支援に要した費用の合計額（厚生労働大臣が定める基準により算定
した費用の額（その額が現に要した費用の額を超えるときは、当該現
に要した額）の合計額を限度とする。）から当該費用につき支給され
た障害児通所給付費及び特例障害児通所給付費の合計額を控除して得
た額が、著しく高額であるときは、当該通所給付決定保護者に対し、
高額障害児通所給付費を支給する。
２ 前項に定めるもののほか、高額障害児通所給付費の支給要件、支給
額その他高額障害児通所給付費の支給に関し必要な事項は、指定通所
支援に要する費用の負担の家計に与える影響を考慮して、政令で定め
る。

○ 児童福祉法施行令 （昭和２３年政令第１４号）
第２５条の５ 高額障害児通所給付費は、次に掲げる額を合算した額（
以下「利用者負担世帯合算額」という。）が高額障害児通所給付費算
定基準額を超える場合に支給するものとし、その額は、利用者負担世
帯合算額から高額障害児通所給付費算定基準額を控除して得た額に通

(1)障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等について
(2)障害福祉サービス・障害児通所支援等の利用者負担認定の手引き

設定等年月日 平成２４年 ８月 １日設定（平成 年 月 日最終変更）

標準処理期間 総日数 ４５日（休日を含む）

（設定しない
ものについて
はその理由）

設定等年月日 平成２４年 ８月 １日設定（平成 年 月 日最終変更）
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所給付決定保護者按分率（通所給付決定保護者が同一の月に受けたサ
ービスに係る第１号に掲げる額及び購入又は修理をした補装具（障害
者自立支援法第５条第２４項に規定する補装具をいう。第４号及び第
２７条の４第１項において同じ。）であつて、通所給付決定に係る障
害児が使用するものに係る第４号に掲げる額を合算した額を利用者負
担世帯合算額で除して得た率をいう。第３項第２号において同じ。）
を乗じて得た額とする。 
 (1) 同一の世帯に属する通所給付決定保護者（通所給付決定保護者が

特定支給決定障害者である場合にあつては、当該特定支給決定障害
者及びその配偶者に限る。）が同一の月に受けた障害児通所支援に
係る法第２１条の５の３第２項第１号に掲げる額及び法第２１条の
５の４第２項各号に定める額の合計額から当該障害児通所支援につ
き支給された法第２１条の５の５第１項に規定する障害児通所給付
費等の合計額を控除して得た額 

 (2) 同一の世帯に属する入所給付決定保護者（法第２４条の３第６項
に規定する入所給付決定保護者をいう。以下同じ。）（入所給付決
定保護者が特定支給決定障害者である場合にあつては、当該特定支
給決定障害者及びその配偶者に限る。）が同一の月に受けた指定入
所支援（法第２４条の２第１項に規定する指定入所支援をいう。以
下同じ。）に係る法第２４条の２第２項第１号に掲げる額の合計額
から当該指定入所支援につき支給された障害児入所給付費の合計額
を控除して得た額 

 (3) 同一の世帯に属する支給決定障害者等（特定支給決定障害者が通
所給付決定保護者である場合にあつては、当該通所給付決定保護者
及びその配偶者に限る。第５号において同じ。）が同一の月に受け
た障害福祉サービス（障害者自立支援法第５条第１項に規定する障
害福祉サービスをいう。以下この号において同じ。）に係る同法第
２９条第３項第１号に掲げる額及び同法第３０条第３項各号に定め
る額の合計額から当該障害福祉サービスにつき支給された介護給付
費等（同法第１９条第１項に規定する介護給付費等をいう。）の合
計額を控除して得た額 

 (4) 同一の世帯に属する障害者自立支援法第７６条第１項に規定する
補装具費支給対象障害者等（補装具費支給対象障害者等が特定支給
決定障害者である場合にあつては、当該特定支給決定障害者及びそ
の配偶者に限る。）が同一の月に購入又は修理をした補装具に係る
同条第２項に規定する基準額の合計額から当該購入又は修理をした
補装具につき支給された同条第１項に規定する補装具費の合計額を
控除して得た額 

 (5) 同一の世帯に属する支給決定障害者等（障害者自立支援法第１９
条第１項の規定により同項に規定する支給決定を受けた障害者に限
る。）が同一の月に受けた居宅サービス等（介護保険法（平成９年
法律第１２３号）第５１条に規定する居宅サービス（これに相当す
るサービスを含む。）、地域密着型サービス（これに相当するサー
ビスを含む。）及び施設サービス並びに同法第６１条に規定する介
護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）及び地域密着
型介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）をいう。
以下この号において同じ。）に係る介護サービス費等（同法第５１
条に規定する居宅介護サービス費、特例居宅介護サービス費、地域
密着型介護サービス費、特例地域密着型介護サービス費、施設介護
サービス費及び特例施設介護サービス費並びに同法第６１条に規定
する介護予防サービス費、特例介護予防サービス費、地域密着型介
護予防サービス費及び特例地域密着型介護予防サービス費をいう。
以下この号において同じ。）の合計額に９０分の１００（同法第５
０条又は第６０条の規定が適用される場合にあつては、１００分の
１００をこれらの規定に規定する１００分の９０を超え１００分の
１００以下の範囲内において市町村が定めた割合で除して得た割合）
を乗じて得た額から当該居宅サービス等につき支給された介護サー
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ビス費等並びに同法第５１条に規定する高額介護サービス費及び同
法第６１条に規定する高額介護予防サービス費の合計額を控除して
得た額

２ 通所給付決定保護者が、次条第２号に掲げる者であるときは、前項
第５号に掲げる額は０とする。 
３ 通所給付決定保護者（第２４条第２号に掲げる者に限る。）が同一
の月に受けたサービスに係る第１項第１号に掲げる額、同項第２号に
掲げる額（当該通所給付決定保護者が入所給付決定保護者である場合
における当該入所給付決定保護者が同一の月に受けたサービスに係る
ものとする。以下この項及び第５項において同じ。）及び第１項第３
号に掲げる額（当該通所給付決定保護者が支給決定障害者等（障害者
自立支援法第１９条第１項の規定により同項に規定する支給決定を受
けた障害児の保護者に限る。第１号において同じ。）である場合にお
ける当該支給決定障害者等が同一の月に受けたサービスに係るものと
する。以下この項及び第５項において同じ。）を合算した額が特定保
護者負担上限月額（その額が、当該支給決定障害者等に係る障害者自
立支援法施行令第１７条に規定する負担上限月額を下回るときは、当
該負担上限月額とする。以下この項及び第５項において同じ。）を超
えるときは、第１項の規定にかかわらず、当該通所給付決定保護者に
対して高額障害児通所給付費を支給するものとし、その額は、次に掲
げる額を合算した額とする。 
 (1) 当該通所給付決定保護者に係る第１項第１号から第３号までに掲

げる額を合算した額から特定保護者負担上限月額を控除して得た額
に障害児保護者按分率（入所給付決定保護者又は支給決定障害者等
である通所給付決定保護者が同一の月に受けたサービスに係る第１
項第１号に掲げる額を同号から同項第３号までに掲げる額を合算し
た額で除して得た率をいう。）を乗じて得た額 

 (2) 調整後利用者負担世帯合算額から第１項の高額障害児通所給付費
算定基準額を控除して得た額（その額が０を下回る場合には、０と
する。）に通所給付決定保護者按分率を乗じて得た額 

４ 前項の「特定保護者負担上限月額」とは、障害児通所支援負担上限
月額（当該通所給付決定保護者が入所給付決定保護者であるときは、
障害児通所支援負担上限月額と当該入所給付決定保護者に係る第２７
条の２に規定する障害児入所支援負担上限月額のいずれか高い額）と
する。 
５ 第３項第２号の「調整後利用者負担世帯合算額」とは、利用者負担
世帯合算額から同一の世帯に属する通所給付決定保護者（通所給付決
定保護者が特定支給決定障害者である場合にあつては、その配偶者に
限る。）に係る第１項第１号から第３号までに掲げる額を合算した額
から第３項の特定保護者負担上限月額を控除して得た額を控除して得
た額をいう。 
６ 高額障害児通所給付費の支給に関する手続に関して必要な事項は、
厚生労働省令で定める。 

第２５条の６ 前条第１項の高額障害児通所給付費算定基準額は、次の
各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
 (1) 第２４条第１号又は第２号に掲げる者 ３７，２００円
 (2) 第２４条第３号に掲げる者 ０
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